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令和６年度後期定期監査の結果に伴う措置状況について（公表）  
 
 
 令和６年度後期定期監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として講じ

た措置について、那覇市長から通知があったので、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）第 199 条第 14 項後段の規定により、次のとおり公表します。 
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令和６年度後期定期監査の結果に伴う措置状況について 

 

(1) 共通の指摘事項等 

 

ア 歳入調定遅れについて（指摘事項）37件 

次の課の歳入事務については、調定をしなければならない日から遅れて

の調定となっているものがあった。 

那覇市会計規則第20条第１項は、歳入を収入しようとするときは、当該

歳入に係る法令等を調査し、適正であると認めたときは、直ちに調定しな

ければならない旨定めている。 

歳入の調定に当たっては、関係規則を遵守し、適正な事務処理を行われ

たい。 

 

【まちなみ共創部】まちなみ整備課（８件）、市営住宅課（29 件） 

 

□ 指摘事項に関する措置 

 

【まちなみ共創部】まちなみ整備課（８件） 

 当該指摘事項については、那覇市会計規則を遵守し適正な事務処理を

行うよう課内で周知徹底を図ったほか、再発防止として、チェックリス

トを作成し、課内の複数人で処理状況を確認しています。 

 

【まちなみ共創部】市営住宅課（29 件） 

同様の事例が生じないよう関連規則及び財務会計研修テキスト（収入

事務）を課内へ周知しました。また、行政財産目的外使用許可決定時な

どの定例的な案件については歳入の調定漏れが生じないようにするため、

調定の時期等を記載したチェックリストを作成し、複数の職員で確認で

きるようにし、関係規則等を遵守し、適正な事務処理に努めてまいりま

す。 

 

イ 調定決定調書兼通知書の提出遅れについて（指摘事項）25 件 

次の課の歳入事務について、那覇市会計規則第 20 条第１項に基づき、

調定決定調書兼通知書を作成したものの、失念等の理由により遅れて会

計管理者へ通知しているものがあった。 

同規則第 21 条第１項は、歳入の調定をしたときは、調定決定調書兼通

知書により速やかに会計管理者に通知しなければならない旨定めている。 

調定の通知に当たっては、関係規則を遵守し、適正な事務処理を行わ

れたい。 

 

【総務部】平和交流・男女参画課（21 件） 

【都市みらい部】道路管理課（４件） 
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□ 指摘事項に関する措置 

 

【総務部】平和交流・男女参画課（21 件） 

事務処理手順の再確認およびその周知等を行い、グループ内のチェッ

ク体制を強化し、関係規則等を遵守した適正な事務処理に努めてまいり

ます。 

 

【都市みらい部】道路管理課（４件） 

指摘事項につきましては、会計管理者への通知を失念することがない

ように、これまで使用していた管理表に調定決定調書兼通知書の提出チ

ェック欄を追加し、改善を図りました。 

 

ウ 契約期間を遡及させる契約について（指摘事項）３件 

次の課の契約については、契約事務の遅れ等により契約の始期までに

契約を締結することができず、契約書に記名押印した日の前日までに行

われた行為を追認する旨の条項（以下「追認条項」という。）を設ける

ことにより、契約期間を遡及させる契約や履行を追認する旨の条項を設

けている契約があった。 

地方自治法第 234 条の解釈として、地方財務実務提要２（地方自治制

度研究会編集）によれば、「契約の締結日を遡及して記載することの可

否」について、追認条項を設けることにより、契約期間を遡及させるこ

とは可能ではあるものの、契約が成立確定するまでの間は相手方に対し

て履行の請求ができず、適当な方法とはいえないとされている。 

契約の締結に当たっては、急を要する等のやむを得ない理由が明らか

である場合を除き、契約期間の始期までに契約を成立させられるよう行

われたい。  

  

【総務部】管財課（１件） 

【企画財務部】納税課（１件）、市民税課（１件） 

      

□ 指摘事項に関する措置 

 

【総務部】管財課（１件） 

本件事案について課内で周知を行い、今後は、入札実施後、速やかに

契約相手方と調整を十分に行い、契約始期までに契約が成立できるよう

努めてまいります。 

 

【企画財務部】納税課（１件） 

 同様な事例が生じないよう課内において注意喚起を図るとともに、決

裁ライン（担当者、グループ長及び管理職）において適宜事務の進捗を

管理し、契約の始期までに契約が成立できるよう努めてまいります。 

 

【企画財務部】市民税課（１件） 

   今回の指摘事項について、同様の事例が生じないよう課内で周知徹底
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いたしました。今後は、契約の始期までに契約を成立できるよう努めて

まいります。 

 

(2) 各部署の指摘事項等 

 

【総務部】 

 

〇 秘書広報課 

 

ア 資金前渡における精算事務の遅れについて（指摘事項） 

交際費（供花代）の資金前渡の精算事務については、失念により精算

事務の遅れが生じている。 

資金前渡の精算については、那覇市会計規則第 57 条第１項において、

経費の区分に応じ、当該各号に定める期間内に精算し、精算報告書に証

拠書類を添えて会計管理者に提出しなければならない旨定めている。 

資金前渡の精算事務に当たっては、関係規則を遵守し、適正な事務処

理を行われたい。 

 

□ 指摘事項に関する措置 

資金前渡における精算事務について、精算が必要な書類は別ファイルに

分けて保管し、精算期限をスケジュールに登録するなど処理漏れがないよ

う管理しています。今後、同様の事態が生じないよう、那覇市会計規則を

遵守し適切な事務の執行を行ってまいります。 

 

〇 平和交流・男女参画課 

 

ア １者見積による随意契約について（指摘事項） 

ともかぜ振興会館警備業務委託は、当該会館の管理運営が指定管理者

から本市の直営になることに伴い、指定管理者が長期契約を締結した業

者と引き続き契約するため、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第６

号の「競争入札に付することが不利と認められるとき」を適用し、随意

契約を締結しているが、当該業者１者のみからしか見積書を徴取してい

ない。 

那覇市契約規則第 23 条第１項は、随意契約によろうとするときは、

２人以上の者から見積書を徴さなければならない旨定めている。 

契約事務に当たっては、関係規則を遵守し、適正な事務処理を行われ

たい。 

 

□ 指摘事項に関する措置 

指摘事項を踏まえ、同様のことが起きないよう課内で周知を図ります。

また、契約締結の際は、関係法令等を遵守し、適正な事務処理に努めてま

いります。 
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〇 人事課 

 

ア 那覇市退職手当基金について（要望事項） 

那覇市退職手当基金は、いわゆる団塊の世代の退職による退職手当の

増大に対応するために、平成７年度に設置されたものである。 

当該基金については、平成 25 年度以降、退職手当への充当は行われ

ていない。 

当該基金の当初の目的は達成していると思われることから、当該基金

について、廃止等も含め検討されたい。 

 

□ 要望事項に関する措置 

基金の目的は達成していることから、今後廃止する方向で検討したいと

考えております。 

 

〇 防災危機管理課 

 

ア 契約書作成の省略について（指摘事項） 

那覇市防災行政無線基地局アンテナ等修繕契約については、那覇市契約

規則第28条の契約書の作成を省略できる旨の規定に該当しないにもかか

わらず、契約書の作成が省略されている。 

同規則第26条第１項において、契約を締結しようとするときは、契約書

を作成しなければならない旨を定めており、契約書の作成を省略すること

ができる場合については、同規則第28条に規定されている。 

契約の締結に当たっては、関係規則を遵守し、適正な事務処理を行われ

たい。 

 

□ 指摘事項に関する措置 

同様な事例が発生しないよう、関係規則等の再確認を課内で実施いたし

ました。今年度のアンテナ等修繕契約においては、那覇市契約規則第 28

条に該当しない１件について、契約書を作成し業務実施いたしました。 

 

【企画財務部】 

 

〇 財政課 

 

ア  特別会計繰入金の予算計上の誤りについて（指摘事項）  

  特別会計繰入金については、特別会計における繰出金と同額の予算を 

計上すべきところ、市街地再開発事業特別会計及び土地区画整理事業特

別会計については、同額となっていなかった。 

地方財政法第３条第２項は、地方公共団体は、あらゆる資料に基いて

正確にその財源を捕そくし、これを予算に計上しなければならない旨定

めている。 

特別会計繰入金の予算計上に当たっては、特別会計における一般会計

繰出金を確認のうえ、適正な事務処理を行われたい。 
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□ 指摘事項に関する措置 

特別会計繰入金については、課全体におけるチェック体制を整え、特別

会計における一般会計繰出金と齟齬のないよう確認の上、適正な予算額を

計上します。 

 

イ 一時借入金利子の予算執行について（要望事項） 

公債費（一般会計一時借入金利子）は、予算現額 3,000,000 円に対し、

執行済額 243 円（執行率 0.01％）となっており、多額の不用額が生じて

いる。 

那覇市予算決算規則第 10 条第１項は、「部長は、予算の議決後に生

じた理由により既定の予算を変更する必要があるときは、歳入補正予算

見積書及び歳出補正予算見積書を企画財務部長に提出しなければなら

ない。」と規定している。 

一時借入金利子の予算執行に当たっては、関係部署へ一時借入金の見

込みを確認のうえ利子の執行見込額を見積り、必要に応じ減額補正を行

う等により多額の不用額が生じることのないよう努められたい。 

 

□ 要望事項に関する措置 

一時借入金利子については、一般会計の一時借入の状況及び利率により

所要額が変動しますが、関係部署へ一時借入金の見込みを確認のうえ利子

の執行見込額を見積り、多額の不用額が生じることのないよう努めていき

ます。 

 

【都市みらい部】 

 

〇 道路管理課 

 

   ア 予算の目的外使用について（指摘事項） 

令和５年度に繰り越した令和４年度泉崎北線（泉崎橋）修繕工事に係 

る経費に不足が生じたため、現年度の項が異なる歳出科目の予算から不

足分を支出している。 

地方自治法第 216 条において「歳入歳出予算は、歳入にあっては、そ

の性質に従って款に大別し、かつ、各款中においてはこれを項に区分し、

歳出にあっては、その目的に従ってこれを款項に区分しなければならな

い。」とされている。 

当該修繕工事予算の不足分については、同一項内の予算からの流用ま

たは予備費の充用等により予算措置すべきところ、項が異なる予算を安

易に充てており適正な予算執行ではない。 

予算の執行に当たっては、関係法令を遵守し、適正な事務処理を行わ

れたい。 

      

□ 指摘事項に関する措置 

指摘事項に対しましては、同様の事務処理を繰り返さないために、課長

含め、予算管理担当者にて、財政課と勉強会を実施し、指摘の予算執行と
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なった経緯を振り返り、どのような対応を行うべきであったかについて指

導を仰ぎました。今後においても同様の事案が生じないよう、適宜、財政

課と確認を行いながら、適切な事務処理を行ってまいります。 

 

〇 公園管理課 

 

ア 廃棄物処理業務委託の契約書作成の省略について（指摘事項） 

令和５年度都市公園産業廃棄物処理業務委託（その２）については、

随意契約によることができる場合の限度額内であることから、那覇市契

約規則第28条第１項第１号を適用し、契約書を省略している。 

当該業務委託は、同条第１項のただし書きにおいて、廃棄物の処分及

び清掃に関する法律施行令第６条の２第４号の規定により契約書の作

成等が義務付けられている契約に該当する。 

産業廃棄物の運搬、処分に係る委託契約に当たっては、関係法令等を

遵守し、適正に行われたい。 

 

□ 指摘事項に関する措置 

今回の指摘事項を踏まえ、同様のことが起きないよう課内で周知を図

り、法令遵守し、契約事務の事前チェック体制を強化した上で適正な事

務処理に努めてまいります。 

 

イ 緊急の必要による随意契約の締結について（要望事項） 

令和５年度新都心公園外９公園樹木撤去剪定業務については、台風の     

被害を受けた市内 10 公園の樹木の撤去及び処分等のため、地方自治法 

施行令第 167 条の２第１項第５号を適用し、緊急の必要により競争入札

に付すことができないと判断し契約を締結している。また危険性の除去

を早急に行う必要があったことから、着手日（令和５年８月 11 日）から

遅れての契約を締結（令和５年９月７日）し、契約書には履行を追認す

る旨の条項を設けた契約となっている。 

地方自治法第 234 条においては、契約書に署名押印しなければ契約は

確定しないとされている。 

緊急性や迅速性の観点から、やむを得ないものと認められる場合もあ

るものの、契約締結までの間、発注者と契約相手とは口頭による合意の

もと委託業務を実施しており、危険負担等について書面による取り交わ

しがない状態が継続することから、速やかに契約を締結する必要があっ

た。 

緊急の必要による随意契約に当たっても、可及的速やかに契約締結す

るよう努められたい。 

 

□ 要望事項に関する措置 

緊急の必要による随意契約に当たっては、各事業者と事前に契約書内容

を調整するなどし、速やかに契約締結できるよう努めてまいります。 

 


